
  〇いすみ市ふるさと定住支援住宅取得費補助金交付要綱 

令和６年６月21日告示第109号 

   いすみ市ふるさと定住支援住宅取得費補助金交付要綱 

 （趣旨） 

第１条 市長は、本市に戻ってくる若者への定住支援並びに本市への移住及び定住の促進

を図るため、市内に定住する意思をもって住宅を取得した若年世帯及び子育て世帯に対

し、予算の範囲内において、いすみ市補助金等交付規則（平成17年いすみ市規則第44号

）及びこの告示に基づき、補助金を交付する。 

 （定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

 (１) 新築住宅 自己の居住の用に供するために市内に建築し、又は売買等により取得

した一戸建て住宅又は併用住宅であって、その建築後使用されたことのないもののう

ち、建築工事の完了の日から起算して１年以内のものをいう。 

 (２) 中古住宅 市内に建設された一戸建て住宅又は併用住宅であって、建設工事の完

了の日から起算して１年を経過しているものをいう。 

 (３) 定住 10年以上居住する意思をもって、自己又は同居する者の所有（共有を含む

。）する新築住宅又は中古住宅の所在地に住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）に

基づく住所を定め、かつ、生活実態があることをいう。 

 (４) 居住用面積 居間、寝室、台所その他の専ら居住の用に供する部分の延べ面積を

いう。 

 (５) 若年世帯 次条に規定する住宅（以下「対象住宅」という。）の工事請負契約日

又は売買契約日時点において、申請者又はその配偶者が満39歳以下の世帯をいう。 

 (６) 子育て世帯 対象住宅の工事請負契約日又は売買契約日時点において、満18歳以

下の子を持つ世帯をいう。 

 (７) 転入 住民基本台帳法第22条第１項に規定する転入をいう。 

 (８) 転入日 本市に転入した日又は転入を予定している日をいう。 

 (９) 転入者 令和６年４月１日以後に本市に転入した者又は転入を予定している者で

あって、転入日から起算して転入日前３年間本市の住民基本台帳に記録されたことが

ないものをいう。 



 （対象住宅） 

第３条 補助金の交付の対象となる新築住宅は、次の各号のいずれにも該当するものとす

る。 

 (１) 建築基準関係規定その他関係法令等に準拠している住宅であること。 

 (２) 建築基準法（昭和25年法律第201号）第６条第１項又は第６条の２第１項に規定

する確認済証の交付を受け、同法第７条第５項又は第７条の２第５項に規定する検査

済証の交付を受けていること。ただし、同法第６条第１項第２号又は第３号に規定す

る建築物以外の住宅であって、同項第４号の区域以外の区域におけるもの（以下「指

定区域外住宅」という。）については、この限りでない。 

 (３) 居住用面積が50平方メートル以上であること。 

 (４) 併用住宅の場合は、居住用面積が延べ面積の２分の１以上であること。 

２ 補助金の交付の対象となる中古住宅は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

 (１) 建物登記がされている住宅であること。 

 (２) 居住用面積が50平方メートル以上であること。 

 (３) 併用住宅の場合は、居住用面積が延べ面積の２分の１以上であること。 

 (４) 新耐震基準（昭和56年６月１日以降の建築確認において適用される基準をいう。

）に適合した住宅であること。 

 (５) ３親等内の親族以外の者から購入した住宅であること。 

 (６) 購入価格（土地代金を含む。）の総額が500万円以上（消費税を含む。）であり

、かつ、建物価格が100万円以上（消費税を除く。）であること。 

 （交付対象者） 

第４条 補助金の交付を受けることができる者（以下「交付対象者」という。）は、対象

住宅を建築し、又は購入した者であって、次の各号のいずれにも該当するものとする。

ただし、市長が特別の事情があると認めるときは、この限りでない。 

 (１) 若年世帯又は子育て世帯の世帯員であること。 

 (２) 対象住宅の工事請負契約日又は売買契約日が令和６年４月１日以後（転入者にあ

っては、転入日から起算して前後２年以内）であること。 

 (３) 補助金の交付申請時において、対象住宅に定住していること。 

 (４) 対象住宅に対して課される固定資産税の納税義務者であり、かつ、その２分の１

以上の所有権を登記事項証明書で確認できること。 



 (５) 補助金の交付申請時において、申請者及び同居している者に市税等の滞納がない

こと。 

 (６) この告示の規定による補助金を過去に受けたことがないこと。 

２ 前項の規定にかかわらず、交付対象者が暴力団員による不当な行為の防止等に関する

法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」とい

う。）又は同条第２号に規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者とし

て市長が認める者であるときは、交付対象者としない。 

 （補助金の額） 

第５条 補助金の額は、新築住宅を取得した場合にあっては別表第１、中古住宅を取得し

た場合にあっては別表第２に定めるとおりとする。 

 （補助金の交付申請及び請求） 

第６条 交付対象者は、補助金の交付を受けようとするときは、いすみ市ふるさと定住支

援住宅取得費補助金交付申請書兼請求書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市

長に提出しなければならない。 

 (１) 申請する者及び同居している者の住民票の写し 

 (２) 誓約書（様式第２号） 

 (３) 対象住宅の登記事項証明書 

 (４) 居住用面積が明らかになる図面及び計算書 

 (５) 建築完了検査済証の写し（指定区域外住宅にあっては、工事完了引渡証明書の写

し） 

 (６) 戸籍の附票の写し（別表第１の種別のＣ若しくはＤ又は転入者が別表第２に規定

する補助金の交付決定を受けようとする場合に限る。） 

 (７) 工事請負契約書又は売買契約書の写し（別表第１に規定する補助金の交付決定を

受けようとする場合に限る。） 

 (８) 土地及び建物の売買契約書の写し（別表第２に規定する補助金の交付決定を受け

ようとする場合に限る。） 

 (９) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 前項の規定による申請は、対象住宅の建築完了の日又は売買契約の日から起算して１

年以内（転入者にあっては、対象住宅の建築完了の日若しくは売買契約の日又は転入日

のいずれか遅い日から起算して１年以内）に行わなければならない。ただし、やむを得



ない事情があると市長が特に認めるときは、この限りでない。 

 （補助金の交付決定） 

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、交付の可否

を決定したときは、いすみ市ふるさと定住支援住宅取得費補助金交付（不交付）決定通

知書（様式第３号）により、当該申請を行った者に通知するものとする。 

 （決定の取消し） 

第８条 市長は、前条の規定により補助金の交付の決定を受けた者が次の各号のいずれか

に該当すると認めるときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができ

る。 

 (１) 偽りその他不正の手段により補助金の交付の決定を受けたとき。 

 (２) 補助金の交付を受けた日から10年以内に転出し、又は転居したとき。ただし、災

害による対象住宅の滅失、転勤等による一時的な転出又は転居その他相当の理由があ

ると市長が認めた場合を除く。 

 (３) 補助金の交付を受けた日から10年以内に、当該世帯において市税等の滞納が生じ

たとき。ただし、相当の理由があると市長が認めた場合を除く。 

 (４) 前３号に掲げるもののほか、市長が補助金の交付を不適当と認めるとき。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消したときは、いすみ市ふるさ

と定住支援住宅取得費補助金交付決定取消通知書（様式第４号）により、当該取消しを

受けた者に通知するものとする。 

 （補助金の返還） 

第９条 市長は、前条第１項の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において

、補助金の当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、いすみ市

ふるさと定住支援住宅取得補助金返還命令書（様式第５号）により、期限を定めてその

返還を命ずるものとする。 

 （その他） 

第１０条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 この告示は、令和６年７月１日から施行する。 

   附 則（令和６年８月９日告示第135号） 

 この告示は、公布の日から施行する。 



   附 則（令和６年８月30日告示第149号） 

 この告示は、公布の日から施行する。 

別表第１（第５条関係） 

種別 交付対象者の区分 補助金の額 

Ａ 若年世帯の世帯員であって新築住宅を建築又は購入した者 60万円 

Ｂ 子育て世帯の世帯員であって新築住宅を建築又は購入した者 80万円 

Ｃ 若年世帯の世帯員であって新築住宅を建築又は購入した転入者 80万円 

Ｄ 子育て世帯の世帯員であって新築住宅を建築又は購入した転入者 100 万円 

備考 若年世帯の世帯員であり、かつ、子育て世帯の世帯員である場合の補助金の額は、

子育て世帯の世帯員の区分による額とする。 

別表第２（第５条関係） 

交付対象者の区分 補助金の額 

若年世帯又は子育て世帯であって中古住宅

を購入した者 

建物購入価格（消費税を除く。）の1/10

以内（1,000 円未満の端数は切捨て。） 

上限 60万円 

  


